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研究成果の概要（和文）：2010年総選挙後の連立政権下でのイギリスの憲法変動を、民主主義の「劣化」というポスト
・デモクラシー状況を踏まえて検討し、研究組織メンバーに課題を分担して成果を上げるとともに、各年度の春秋の研
究会や夏季の合宿研究会等による共同研究として「ウェストミンスター・モデル」憲法の最近の変化を明らかにする成
果をあげた。また、2012年春にはイギリスから憲法研究者を招聘し、13年秋にはロンドン大学で、２回の「日英憲法セ
ミナー」を開催し、研究交流で成果を上げ、国際的共同研究の基盤を築いた。
共同研究の成果の概要はすでに冊子にまとめられ、さらに科研の出版助成をえて論文集を上梓する予定である。

研究成果の概要（英文）：The study was proceeded to examine the changes of the constitutional changes in th
e UK under the coalition government since 2010, in the light of 'Post-Democracy' situation that meant 'deg
radation of democracy'. Each research member had his/her own theme to study the 'Westminster model' consti
tution, and the research organization totally consolidated and intensified the achievement by research mee
tings. We could got the results to elucidate the recent changes in the 'Westminster model' constitution.
In addition, we held two times a "Japanese-UK Constitution Seminar" in Japan, the first time,  invited a c
onstitutional professor from the Univ. of London in 2012, the other, in the King's college London in 2013.
 We got well achievements in research exchange, and built the foundation of  further international joint r
esearch. 
The research results has already summarized in the booklet, and we will publish a book next year. 
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１． 研究開始当初の背景 
 
 イギリスでは、1997 年の労働党（ニュー・
レイバー）のブレア政権成立後「憲法改革」
が推し進められ、続くブラウン政権のもとで
も改革が進められた。2010 年の総選挙によっ
て第1党となった保守党は議席の過半数には
届かず（hung parliament）、同選挙で躍進し
た自民党と連立を組むことによって政権を
担うこととなった（キャメロン政権）。小選
挙区制を通して形成される二大政党のいず
れかによる単独政権を前提に運用されてき
たイギリスの憲法政治（「ウェストミンスタ
ー・システム」あるいは「ウェストミンスタ
ー・モデル」）は、この第二次大戦後初めて
の連立政権のもとで、さらに変動を余儀なく
されてきている。 
 他方では、20 世紀に一般化する民主主義体
制は、経済及び政治のグローバル化、市場化
等の外的環境の変化により、それを支える基
盤的エネルギーを失い弱体化し、福祉国家は
形骸化して格差社会が現出し、政党政治も危
機に瀕するという「ポスト・デモクラシー」
現象が先進諸国について指摘され、その傾向
はイギリスにおいても顕著であるとされる。 
 このような政治状況の中で、イギリスにお
ける「ウェストミンスター・モデル」憲法の
変動を把握し同モデルの意味を再検討する
ことが、憲法の現代的変容を理解する上でも、
また、同モデルがイギリスのみならずコモン
ウェルス諸国の憲法に大きな影響を与えて
いることからも、さらに 1990 年代の「政治
改革」以降の議論の中で日本でも大きな関心
がもたれ影響を及ぼしてきたことからも重
要な課題となってきている。 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、上記した民主主義の劣化
を特徴とする「ポスト・デモクラシー」状況
の中で、イギリス憲法の特徴とされる「ウェ
ストミンスター・モデル」の変動を、イギリ
ス憲法を中心的な対象として理論的、実証的
検討によって総合的に検討することであっ
た。この課題を、とくに 2010 年の連立政権
成立後のイギリスの憲法政治の変化とイギ
リス憲法学界の動向を把握・分析し、また、
日本の憲法運用や学界動向にも影響を及ぼ
している「ウェストミンスター・モデル」理
解の問題点をも視野に入れて変化の特徴を
解明することに重点を置き、日本を含む現代
憲法が直面する課題や問題を明らかにする
ことを目的とした。 
 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は、本研究組織に属する研究代表者、
研究分担者と連携研究者を中心としたイギ

リス憲法研究会の共同研究として行われた。 
 まず、本研究課題の目的を共通認識として
確認しつつ、研究分担者･連携研究者それぞ
れの研究分担を明らかにし研究を進め、研究
代表者がそれらを調整しつつ総括すること
とした。 
 これら各研究を共同研究として相互交流
し総合するために、春と秋の公法系の全国学
会に合わせて研究会を開催した（2011 年 5月
関西学院大学東京丸の内キャンパス、2012 年
5 月龍谷大学、同 10 月明治大学、2013 年 5
月新潟第一ホテル、同 10 月龍谷大学セミナ
ーハウス［京都］）。また、夏季には、毎年 2
泊 3日の合宿研究会をもち、本科研の研究組
織メンバーだけでなく、研究協力者をはじめ
としたイギリス憲法研究会の若手研究者を
含むメンバーの多くが研究報告を行った（合
宿研究会の開催地は、2011 年 8-9 月長野県松
本市、2012 年 8 月岡山県津山市、2013 年 8
月長野県諏訪市）。 
これら研究会では、それぞれの研究の交流
や共有化を中心に、各研究分担者等の研究の
進捗状況の確認や、分担課題の調整や明確化、
共同研究としての総合化・集約の方向や方法
についても議論がなされた。 
また、本科研による共同研究開始後、イギ
リスの憲法学界との直接的な交流の必要性
と重要性が認識され、2012 年 4月にはロンド
ン大学のキース・ユーイング教授を招聘し、
イギリス行政法研究会のメンバーにも参加
を呼びかけて、また、2013 年 9月にはロンド
ン大学キングスカレッジにおいて「日英憲法
セミナー」を開催した（2012 年 4 月 21 日龍
谷大学深草キャンパス「ウェストミンスター
憲法を考える」と 2013 年 9 月 13-14 日ロン
ドン大学キングスカレッジ“KCL-Japanese 
Society for the Study of the British 
Constitution : Comparative Perspectives 
on Constitutional Law”）。これらセミナー
での報告は、日本側から本科研研究代表者、
研究分担者、連携研究者のべ 9名、イギリス
側からはのべ8名の憲法学を中心とする研究
者であった。 
これら研究を進める中で、共同研究の成果
をまとめて公表する意義と必要性が議論さ
れ、2013 年夏の合宿研究会で本科研研究終了
後に出版助成を獲得して論文集を刊行する
こととなり（刊行は 2015 年度を予定）、その
準備作業にも着手した。とりあえずは 3年間
の研究成果の概要を活字化することとし、こ
の概要は冊子『イギリス憲法の「現代化」と
憲法学―2011 年度～3013 年度科学研究補助
金共同研究成果の概要―』（2014 年 4 月、イ
ギリス憲法研究会）としてとりまとめた。 
 
 
４．研究成果 
 
 研究成果のうち公表された論文等や報告
などについては後掲のとおりであるが、3 年



間の共同研究によって、「ウェストミンスタ
ー・モデル」憲法の近年における変動を、イ
ギリスを中心に理論的、実証的に検討する本
科研研究の目的は大きく前進し、さらに今後
の研究の課題や方向についても、それらを明
らかにすることができた。 
 今回の科研研究は、2000～2002 年度の「ニ
ュー・レイバーとイギリス憲法改革の総合的
研究」（課題番号：12420005、研究代表者：
松井幸夫）、2006～2008 年度の「ウェストミ
ンスター・モデルの再検討と立憲主義憲法論
の可能性についての総合的研究」（課題番
号：18330008、研究代表者：松井幸夫）にお
ける共同研究をさらに発展させる位置にあ
ったが、本研究によって、とくに 2010 年以
降の政治状況の変化を踏まえたイギリスを
中心とした憲法政治と憲法理論の展開を把
握し分析、検討することができた。 
 分野としては、イギリスのみならず日本や
イギリス憲法を「継受」したコモンウェルス
諸国において用いられる「ウェストミンスタ
ー・モデル」観念の分析概念としての意味と
多様性、イギリス憲法理論の展開と新しい傾
向をはじめ、同モデルの重要な要素である選
挙制度、政党システム、議会制度改革、議会
－裁判所関係や、議会優位性（国会主権）や
単一国家性にかかわる司法審査制、ヨーロッ
パ人権条約を国内法化した人権法の問題、権
限移譲とスコットランド独立問題、君主制と
国王大権、軍事法制などに及び、さらにそれ
ら動向の基底にあるヨーロッパとの関係（Ｅ
Ｕ、人権条約など）、また、相互関連のある
オーストラリアやニュージーランドでの「ウ
ェストミンスター・モデル」をめぐる議論状
況や憲法状況の展開についてもフォローす
ることができた。このように本研究の成果は
ひろく、かつ最新のものであり、日本では他
に例を見ないものである。 
 また、上記した 2回にわたる「日英憲法セ
ミナー」は、本研究課題に関するイギリスの
憲法理論の最近の動向を吸収するものであ
るとともに、それを日本の憲法及び憲法理論
と突き合わせて報告して議論するものであ
り、国際的な共同研究として大きな成果であ
った。また、今後さらに国際的共同研究を発
展させていく基盤を築くものであった。 
 セミナーについては、未確定ではあるが、
ロンドン大学キングスカレッジの研究誌に
掲載する準備が進行中である。 
 本研究の成果の概要は、上述したように、
すでに冊子としてまとめられている。さらに
2014 年秋には科学研究費助成事業（研究成果
公開促進費）を申請して、2015 年には論文集
として上梓できるように準備を進めている。 
 科学研究費補助金によるイギリス憲法研
究会の共同研究は、今回を含めのべ 3回 9年
にわたる。イギリス憲法研究者の数が多くな
い日本の憲法学界の中で、イギリス憲法研究
会の継続的活動と科学研究補助金による共
同研究は、それなりの役割を果たしてきたが、

今回の研究はそれをさらに発展させるもの
となった。 
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